（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）
令和　　年　　月　　日

広島高速道路公社　理事長　様


  　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　     　　　　　　　　印



競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書

令和８年１月１３日付けで入札公告のあった令和８～１０年度　広島高速自家用電気工作物点検業務に係る一般競争入札に参加したいので、別添のとおり誓約書、使用印鑑届、委任状及び配置予定業務責任者調書を提出しますので、競争参加資格を確認されたく申請します。
　　なお、問い合わせ先等は、以下のとおりです。

記




１　問い合わせ先
　　　　担当者名　　：　○○　○○
　　　　部　　署　　：　○○○○○
　　　　電話番号　　：　○○○－○○○－○○○

２　競争参加資格確認結果通知書の送付先
　　　　ＦＡＸ番号　：　○○○－○○○－○○○











（様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）
令和　　年　　月　　日

広島高速道路公社　理事長　様



  　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　     　　　　　　　　印



誓　　　　約　　　　書

令和８年１月１３日付けで公告された令和８～１０年度　広島高速自家用電気工作物点検業務に係る競争参加資格確認申請書の提出に当たり、公告の日から開札の日までの間において、下記の条件を満足していることを誓約します。また、これらの条件を満足できない事態が生じた場合は、ただちに報告することを誓約します。

記

１　公告の日において、広島県の令和７～９年物品・委託役務競争入札参加資格者名簿における、「５２Ｄ　電気設備の保守点検」の登録を有していること。（注１）
２　広島高速道路公社契約細則第２条に該当していないこと。
３　次のいずれにも該当していないこと。
　ア　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、本公社が別に定める手続に基づく入札参加資格の再認定を受けていない者
　イ　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、本公社が別に定める手続に基づく入札参加資格の再認定を受けていない者
　ウ　不渡手形又は不渡小切手を発行し、銀行当座取引を停止されている者。
[bookmark: _Hlk123063830]４　公告の日から開札の日までの間において、広島県の指名除外措置、又は広島高速道路公社競争入札参加資格者指名停止措置要綱に基づく指名停止措置を受けていない者であること。
５　公告の日から開札の日までの間において、営業停止処分（本件業務の入札に参加し、又は本件業務の受注者となることを禁止する内容を含まない処分を除く。）を受けていない者であること。
６　他の入札参加者と資本関係又は人的関係（公告２⑹）にある者でないこと。（注２）
７　電気事業法第４４条第１項第１号、第２号及び第３号に規定される電気主任技術者免状のいずれかを有する者について、業務責任者として業務期間中配置できること。
８　その他本件業務に係る競争参加資格要件

（注１）１に掲げる登録を有していることが確認できる資料（広島県ＨＰ掲載の名簿の写し等）を添付すること。
（注２）申請者と公告２⑹に該当する関係の者があれば、確認のため以下に記載すること（ただし、本件工事の競争参加資格要件を満たす者のみでよい。）。
	商号又は名称
	所在地
	代表者

	
	
	





（様式３-１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）
令和　　年　　月　　日



広島高速道路公社　理事長　様



（本社等代表者） 所在地
　　　　　　　　　                                   　商号又は名称
　　　　　　　　　　                                   代表者　　     　　　　　　　　　　　実印



使　用　印　鑑　届


　広島高速道路公社において使用する印鑑を次のとおり届けます。




使用印




















（注）印鑑証明書（発行日が申請日から３か月以内の原本に限る。）を添付すること。
（注）使用印は、支店等で契約締結等を希望する場合には、支店長等の印とすること。（社印不可）


（様式３-２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）
令和　　年　　月　　日



広島高速道路公社　理事長　様



（本社等代表者） 所在地
　　　　　　　　　                                   　商号又は名称
　　　　　　　　　　                                   代表者　　     　　　　　　　　　　　実印
　



　　　委　　任　　状


　私は、下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。


記


１　一般競争入札に係る申請書等の提出に関する件
２　入札書の提出に関する件
３　契約締結に関する件
４　保証金の納付及び受領に関する件
５　契約履行に関する件
６　支払金の請求及び受領に関する件
７　復代理人の専任に関する件


　　　
受任者　　所在地
　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用印







（注）支店等で広島高速道路公社と契約を行う場合に限り提出するものとする。
（注）委任者の印鑑は実印（印鑑登録印）とし、受任者の印鑑は使用印とすること。


（様式４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）


履　行　実　績　調　書

会社名　　　　　　　　　　

	項　　目
	内　　容

	業　務　名
	


	発　注　者
	

	受注者
	

	業 務 場 所
	

	最終契約金額
	円（税込）

	履 行 期 間
	令和　　年（西暦　　　　年）　月　日～令和　　年（西暦　　　　年）　月　日

	TECRIS
登録の有無
	有（登録番号　　　　　－　　　　　　　）　　　・　　　　無

	業　務　内　容
	













（注１）公告に記載した資格要件を満たす業務の履行実績について、明確に記載すること。また、業務内容を確認できる資料を、入札説明書の記載に従って必ず添付すること。
（注２）履行実績が同一業務でない場合は、本様式を複写してそれぞれ作成すること。





（様式５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）

配　置　予　定　業　務　責　任　者　調　書

会社名　　　　　　　　　　　　　

	項　　目
	内　　容

	配置予定業務責任者氏名
	（生年月日　　　　　　　　）

	保有資格
	第〇種電気主任技術者


（注１）保有資格を確認できる資料を、入札説明書の記載に従って添付すること。
（注２）雇用関係を確認できる書類（（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写しまたは住民税特別徴収税額通知書の写し）を添付すること。
　　　なお、当該書面については、個人情報保護の観点から、保険者番号及び被保険者等記号・番号を復元できない程度にマスキング処理を施すこと。
（注３）申請時に配置予定業務責任者が特定できない場合で複数の候補者（３名以内）とする時は、本様式を複写してそれぞれ作成すること。































（様式６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４サイズ）

設 計 図 書 等 に 対 す る 質 問 書


令和　　年　　月　　日

広島高速道路公社　理事長　様


　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　     　　　　　　　　印

業務名：令和８～１０年度　広島高速自家用電気工作物点検業務

	質　　問　　事　　項

	





























（注１）設計図書等について質問がある場合に，この様式により総務部総務課財務係へ提出すること。
（注２）本様式の提出期限は令和８年２月３日（火）午後５時００分である。


（様式７）                                                                      （用紙Ａ４サイズ）
令和　　年　　月　　日

広島高速道路公社　理事長　様



所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　     　　　　　　　　印

業　務　費　内　訳　書

業務名　　　令和８～１０年度　広島高速自家用電気工作物点検業務

業務場所　　　広島市東区温品一丁目外

見積額　　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税相当額は除く。）

	費目・業種・項目名称など
	数量
	単位
	単価
	金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※作成にあたっては、業務実施設計書のP1～9（業務費総括表、直接費内訳、種目別内訳、科目別内訳）に記載された項目に係る金額を記載するものとする。


